
 

小学校の臨時休校に伴う病院内保育所等の対応に係る財政支援事業実施要綱 

 

１ 目的 

今般の新型コロナウイルス感染症への対応の一環として、既に小学校等の

休校等の対応が行われている場合又は今後、対応が行われる場合、それに伴い、

子どもを持つ看護職員が子育て等を理由とした休暇の取得等を行うことが想

定される。 

こうした場合においても、必要とされる医療サービスが地域で適切に提供

されるよう、医療機関に勤務する職員の乳幼児に対する保育を行う病院内保

育所等について、学童保育の実施を医療機関に要請するとともに、病院内保育

所等が臨時・追加的に学童保育を実施した際に、追加的に人員を配置すること

に要する経費の財政支援を行い、医療提供体制の維持及び子どもの居場所確

保を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

  この事業の実施主体は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条の規定

に基づき許可を受けた病院及び診療所、又は同法第８条の規定に基づく届出

により開設した診療所（以下、「病院等」とする。）で、病院内保育所を運営す

る病院等とする。 

  事業対象は、既存の病院内保育所において、学童保育の受け入れを追加的に

実施する場合や、病院内保育所以外のスペースを活用して新たに学童保育の

受け入れを行う場合等であり、その設備及び運営については、「放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）」

の規定に基づき、取り扱う。 

 

３ 事業内容 

実施主体である医療機関に勤務する職員の子が通う小学校又は特別支援学

校の臨時休校措置（新型コロナウイルス感染症に起因するものに限る。）が実

施されている期間であって、春休み終了日の翌日以降から令和２年１２月３１

日までの期間（夏休みなどの休業日を除く。）の平日において、病院内保育所

等を活用し、以下のいずれかを実施すること。 

（１）新たに終日学童保育の受け入れを行う。 

（２）学童保育の受け入れを午前中から行う。 

 

※  この事業の受け入れの対象となるのは、臨時休校となっている小学

校及び特別支援学校に通う児童を指す。 


